
業務フロー 

「平成30年度地域経済構造分析調査事業」 

地域経済分析システム及びその他の行政機関や民間のビッグデータ、統計データ等を活用し、県内企業の取引創出・拡大に向けた施策を立案する上で特に有益な結果が得られるよ 
う、医療・健康機器分野における企業間の取引構造をテーマに分析を行うとともに、ＥＢＰＭの普及を図ることを目的とする。 

目的・実施内容 

ＥＢＰＭ 

有効な施策 

 
１ 医療機器に関わる知識不足の解消 
 → 定期的に開催しているセミナーの継続 
 
２ 医療機器メーカーの誘致・育成 
 → 医療機器メーカー（企業・工場）の誘致 
   医療機器メーカー（県内本社）の育成 
 
３ 参入可能性の高い県内企業への集中支援 
 → 参入促進 
 
４ 医療機器メーカーとのマッチング 
 → 商談会、展示会の開催 
 
５ 段階的な参入の促進 
 → 「部品・部材供給」から「製造業」タイプ 
   「医療機器メーカー」へ 
 

各種統計データ分析 

統計データ 

・内閣府 
 地域経済分析システム 
 
・厚生労働省 
 薬事工業生産動態統計 
 
・経済産業省 
 工業統計調査  
 
・総務省 
 産業連関表 
 
・東京商工リサーチ 
 企業データベース 

 

まとめ 

１ 医療、健康機器分野の特徴 
 ・品目は30万以上と多いが、１品目  
  当たりの生産額は小さい 
 ・市場規模は小さいが、浮き沈みは  
  少ない 
 ・医薬品医療機器法等の規制がある 
 ・中小企業が多く参入 
 ・利益率は高い 
２ 成長製品「治療系」 
  処置用機器、生体機能補助・代行  
  機器、治療用又は手術用機器、鋼  
  製器具 
３ 参入可能性が高い業種 
 「プラスチック製品」 
 「電子デバイス」 

【目的】県内企業の取引創出・拡大を図るために必要なデータの収集 

取引構造分析 

【目的】具体的な取引構造を明らかにすることで、県内企業の参入 
    可能性を探る 

手順 

成果 

中心企業100社 
サプライヤーツリー 

（実際の取引関係を特定） 

成果 

参入可能性の高い企業 
（2次調達先として） 
 
業種 
「電子部品・デバイス」 
「プラスチック製品」 
「非鉄金属」 
「ゴム製品」 
売上高 
「32億円未満」 
従業員数 
「１～180人」  

 
１ 中心企業100社の選定 
２ 中心企業の1、2、3次調達先   
  を特定 
３ 調達先の属性把握 

 

県内企業（製造業）は、 
「医療・健康機器」分野に

参入することは可能 

仮説 背景 
海外生産移管比率の高止まり 
→国内製造業の空洞化 
 
国民医療費が増加 
→医療関連が好調 

高度電子機械産業の重点市場 
「半導体・エネルギー」 
「航空機」 
「医療・健康機器」 

分析 

各種統計データ分析 
取引構造分析 
アンケート調査 

仮説検証 

仮説検証 

ＥＢＰＭ 

効果的な施策の立案 

仮説検証 

  仮説：県内企業（製造業）は、「医療・健康機器」分野に参入することは可能である 

 参入タイプ 

「部品・部材供給」 

全製造業に占める割合は１％未満と小
さな業界ながら、浮き沈みが少ない 
 
中小企業が多く参入しており、利益率
が高い 
 
医薬品医療機器法等の適用範囲外 
 
県内企業が得意とする「電子部品・デ
バイス」等との親和性が良い 
 
メーカーは調達先の拡大を求め、県内
企業の技術を生かす機会がある 

アンケート調査 

 
【目的】川下企業のニーズ把握が目的。部材調達の把握、求めている技術・サービス 
    主な調達地域、調達先の開拓方法、選定ポイントなど 
【時期】平成30年12月 【対象】「医療・健康機器」を製造している企業 
【サンプル】791件    【回収率】10.2％（81件） 
【総括】調達先の拡大：拡大する意向がある（35.4％） 
    求める技術：プラスチック成形（14.0％） 
 

中心企業 

【目的】県内企業のニーズ把握が目的。医療・健康機器分野への興味、参入状況、 
    参入した理由、問題点・課題、求める施策など 
【時期】平成31年1月 【対象】参入可能性の高い製造業、ソフトウェア 
【サンプル】451件  【回収率】27.7％（125件） 
【総括】参入状況：医療・健康機器分野に参入済み・参入予定（35.3％） 
    参入理由：自社の技術が生かせる（35.8％） 

    施策：商談会・マッチング（43.6％）、 関連知識の普及啓発（28.8％） 

県内企業 

【目的】医療機器メーカーとのマッチング創出 
 
【時期】平成31年３月 
 
【内容】医療機器メーカーと県内企業との個別商談 
 
【成果】 
   医療機器分野への理解が深まった（県内企業）              
   商談の継続（医療機器メーカー、県内企業） 
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